BIS論壇　No. 164　「アジアインフラ投資銀行AIIBとアジア開発銀行ADB」

　　　　　　　　　　　　　2015年9月5日　　　　中川　十郎

　新聞報道（日経9月4日夕刊1面）によれば日本政府は中国が主導して本年末立ち上げるAIIBに対抗して、日本国際協力機構JICAがアジア開発銀行ADBと来年にもインフラ案件への共同出資を開始。国際協力銀行JBICもリスクが比較的高い案件に投資対象を広げるとのことだ。中国主導のアジアインフラ投資銀行AIIBが年末に発足することをにらみ、民間資金を呼込む仕組みを整えてアジアの資金需要を取り込む狙いだと報じている。　安倍首相はアジア向け投資を2016～20年に1100億ドル（約13兆円）にそれまでの5年間の30％増やす。さらにJICAとJBICなどは民間では手掛けにくい事業用財政投融資を16年度に2兆円規模に拡大するという。このように日本政府はADBが2020年までの10年間にアジアでのインフラ投資が8兆ドル（約960兆円）と予測しているアジアの資金需要が旺盛なインフラ事業に官民が連携する形でAIIBへの対抗軸を早期に整える戦略を打ち出したとみられている。

　先に自民党政権は麻生外務大臣時代に、中國、ロシアが主導する上海協力機構SCOに対抗するため、繁栄の弧（Arc of Liberty）戦略を確立。中央アジでの対抗軸を打ち出した。

いままた、日本が米国と並び最大の出資国であるADBと組み、世界の57か国が参加するAIIBにアジアで対抗しようとしている。21世紀に発展するユーラシアのSCOや需要の高まるアジでのインフラへの投資銀行のAIIBに参加せず、これらの機構や投資銀行に米国と共に対抗する戦略はアジアの一員としての日本にとって賢明な政策ではない。日本は米国と距離を置き、日本の国益を中心に行動すべきだ。これは米国の片棒を担ぎ、憲法に違反してまで集団的自衛権を押し通し、かつ米国の原子炉を使った原発の再開、沖縄県民の意思を無視した辺野古への基地移設。米国多国企業益に貢献するも、日本にとっては重大問題を内包する環太平洋経済連携TPPでも米国に追随。日本の国益を無視し、米国べったりの安倍政権の施策は、日本の国家百年の大計を誤る愚策以外の何物でもない。

　安倍政権が鳴り物入りで喧伝したアベノミクスの第3弾の矢の一つとして、安倍政権親派の葛西会長が旗振り役のJR東海を含むインドネシアでの新幹線プロジェクト輸出案件は9月4日、新幹線プロジェクトは高価すぎるとネシアはキャンセル。中速鉄道を建設する方針に方向転換した。アジア発展途上国では金額のかさむ新幹線を建設するより既存の鉄道の修復や中速の鉄道建設をすることこそ先決だ。福島原発事故は未だ終息せず。10万人以上が4年半も故郷を追われ、仮住まいをしている。にも関わらず、安倍政権は原発を再開。トルコやベトナムなどに原発を売り込む経団連を支援している安倍首相の時代錯誤も大問題だ。自民党幹部には最近出版され、安倍政権の米国べったりの対応を批判し、大きな話題を呼んでいる副島孝彦著『中国、アラブ、欧州が手を結びユーラシアの時代が勃興する』ビジネス社刊、石田早希著『AIIB不参加の代償』ベスト新書刊を読んで、日本政府のユーラシア、アジアにおける戦略の間違いに気付き、戦略転換を図ってもらいたいものだ。
